
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建築着工統計調査の補正調査の
見直しについて

※本内容は関係機関との調整未了の案であり、今後変更の場合があります。

資料４



補正調査見直し内容 （現状想定している主なもの）

・「工事の完了期日」の追加 等

現 行 見直し案
標本ｻｲｽﾞ 約5000／年（実績） 同左
抽出方法 層化二段抽出

抽出単位
１段目：市区（固定）
２段目：建築物（層化抽出）

層化抽出
抽出単位：建築物
※工事費予定額20億円以上は全
数調査

推定方法 単純集計 抽出率及び回収状況等を
加味した線形推定

層化基準 ・都道府県（47区分）
・建築物の構造（木造・非
木造）

・建築物の構造（木造･非木
造）

・工事費予定額階級
（１億円未満、１～20億円の２区分）

標本配分
法

層別に抽出率を設定（1/10
～1/100）

工事費予定額によるネイマ
ン配分

２．報告を求める者

４．報告を求める事項の変更

（１）選定の方法の変更（右表のとおり）

（２）報告義務者の設定

報告義務者 ： 建築主
※現行は都道府県知事が原則実地
による調査を実施

・「工期補正率（仮称）」の追加
・「都道府県」表章の削除 （P）

５．集計事項

１．名称 （検討中）

３．報告を求めるために用いる方法
調査組織
国土交通省－民間事業者－報告者

調査方法
郵送・オンライン調査
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補正調査見直しスケジュール

2018（H30）年度 ・試験調査実施
・予算要求（新方式管理システム経費）
・調査計画変更に係る承認申請

2019（H31）年度 ・調査計画変更に係る承認申請（続き）
・法令改正（建築基準法施行規則､建築動態統計調査規則 等）
・新方式管理システム開発 ⇒ 新方式抽出開始・蓄積
・予算要求（調査（オンライン等）・集計システム経費、調査経費）

2020（H32）年度 ・新方式抽出・蓄積（続き）
・調査・集計システム開発
・都道府県調査終了【2020年12月分まで】
・都道府県作成「補正調査対象工事表」の国交省への移管
・対象切替え後の調査開始 【2021年1月分から】

■ 見直しスケジュール

■ 抽出対象の移行イメージ

現行抽出
（層化2段､層別に抽出率）

新方式抽出
（層化､大規模悉皆､ﾈｲﾏﾝ配分）

調査対象から除外

2019.X（新方式抽出開始） 2021.1（新方式調査開始）

2021.1以降に完成する建築物

2020.12以前に完成する建築物

2019.X以前に着工し､
2021.1以降に完成する

建築物は新方式調査
に移管

調査の結果、完成が2021.1以
降に延伸されたことが判明した
建築物は新方式調査に移管

着工時点

移行期における線形推定
方法について検討が必要
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2018.3
完成

2018.1完成
☆☆･･･
▲▲･･･
◇◇･･･

建築
工事届

建築主 都道府県知事 国土交通大臣

■建築着工統計・住宅着工統計調査

■補正調査

建築基準法§15①
に基づき「建築工事
届」を提出

「調査票」へ転記
(建築物の用途､構造､床面
積､工事費予定額等)

当該月に着工し
た建築物分を集
計し、毎月公表

抽出の上、建築物の完成予
定時期毎に振り分けて「補正
調査対象工事表」へ転記

転記作業後

届出月､市区町村
毎に保存期間内で
保存

調査票

(建築物の建築主連絡先､床面積､
工事費予定額等)

・・・・・・
2018.3
完成

2018.2完成
●●･･･
❤❤･･･

2018.3
完成

2018.3完成
▽▽･･･

2018.3
完成

2018.2完成
●●･･･
❤❤･･･
◎◎･･･
♪♪･･･
■■･･･

「補正調査対象工事表」をも
とに建築主等に聞き取りを
行い、「調査票」を作成

当該年に完成し
た建築物分を集
計し、毎年公表

調査票

着
工
時

完
成
時

（参考） 現行補正調査の流れ

※参考（平成29年計）
床面積1万㎡以上の建築物
（795棟）のうち、工事期間が
1年超 ⇒ 554棟 （約7割）

完成予定時期が到来

完成予定時期毎に調査対象建築物を蓄積
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